
ゼネコン　トップ人に聞く

〝挑戦〟が未来を変える
レーダーチャート

（７） （第三種郵便物認可）増刊 ２０２６年（令和８年）１月１日　（木曜日） 【企　画】

【凡例】①利益率改善・資本効率の向上（収益力強化や経営効率改善など、持続的成長
に向けた取り組み）②Ｍ＆Ａ・アライアンス（事業領域拡大や協業による新市場開拓）
③人材採用・育成・働き方改革（採用強化、若手育成、待遇改善、労働環境整備、多様な
働き方への対応）④技術開発・ＤＸ推進（建設技術の高度化、デジタル化による生産性向
上）⑤ＣＳＲ・社会貢献（サステナビリティ、地域社会との共生、災害対応）

　堅調な国土強靱化関連予算や安全保障に関わる防衛費、旺盛な民
間投資などを背景に建設業界は活況を呈している。設備系企業を中
心にマンパワー不足が指摘される一方、既に数年先の工事を確保す
るゼネコンもあり、この流れは当面続くとみられる。しかし、成熟
した日本社会は人口減少局面に入り、担い手不足は今後さらに加速
する。こうした中、年には業界内で転換期を象徴するＭ＆Ａ
（企業の合併・買収）が相次いだ。従来は事業構造や戦略に大きな違
いが見えにくかった各社の明確な差別化戦略が顕在化している。将
来を見据えた成長への布石をいかに打ち出すのか。各社の〝挑戦〟
が、業界の未来を左右するだろう。ゼネコン社のトップに、今年
の展望を聞いた。

　建設業界を取り巻く環境が大きく変化する中、経営トップは何に力点を置き、
どの分野に自社の将来像を描いているのか。各社の戦略の違いをより分かりや
すく伝えるため、新たに「５角形チャート」を用いた可視化を試みた。今年の
注力分野を五つのテーマで評価してもらい、その配分をグラフ化することで、
言葉だけでは見えにくい経営判断の重心や優先順位を浮かび上がらせる。各社
の持ち点は合計点とし、五つのテーマに上限５点で配分してもらった。
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